
１．新しい研究課題としての災害復興
１．１　復興とは何か
　阪神淡路大震災が発生した時点で，わが国の防
災体制には「復興」という概念は存在していなかっ
た。わが国の災害対策への支援の基本的な考え方
は「復旧」である。たとえば地方が公共事業とし

て建設したインフラの復旧への支援のための法律
「公共施設災害復旧事業費国庫負担法」でも原則と
されているように，元の形に戻す「原形復旧」し
か認められない，というのが基本的な考えであ
る。そこには現在のわが国の防災体制の根幹をな
す災害対策基本法が伊勢湾台風の教訓を直接の契
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Abstract

 On January １７th, １９９５, an unprecedented scale earthquake disaster hit Hanshin and 
Awaji region or Hyogo Prefecture. In １０ seconds, City of Kobe ruined her １５０ years 
of accumulation of wealth. More than ５， ５００ lives have been killed and a total of １０ 
billion US Dollar worth losses were incurred. This disaster opened up a new disaster 
management issue, that is“long-term disaster recovery” . It was required for both 
practitioners and researchers to work hard for over １０ years to monitor the entire 
process of long-term disaster recovery from its inception to its completion. This paper 
reviews findings obtained from empirical researches in terms of three recovery 
objectives: physical recovery, economic recovery, and life recovery. This paper also 
proposes a theoretical framework to integrate all findings presented in this paper.
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機として成立して，戦後頻発した風水害を想定し
ていることと深く関連していると思われる。
　しかし，平成７年１月１７日に発生した阪神淡路
大震災では市民生活のあらゆる部分が壊滅的な被
害を受けた。しかも，稠密で高度にネットワーク
化された近代都市においては，それらの被害は複
雑に関連しあって状況を一層悪化させていた。こ
の状態を，当時で兵庫県知事であった貝原俊民氏
は「１５０年かかって積み上げてきたものが１０秒で
瓦解した」と表現した。被災地の人々はそのよう
な状況から，社会全体を回復することを望んだ。
しかし，二度と同じ目に遭いたくない，とも思っ
た。その気持ちが，被災の原因となった元のまち
が持っていた脆弱性を改善し，安全で快適なまち
として被災地が生まれ変わる，ことを望んだ。そ
うした気持ちを表す言葉が「復興」である。
　兵庫県が阪神淡路大震災後の復興の適正な推進
を図るために設置した「阪神淡路大震災被災者復
興支援会議」では，復旧と復興を次のように明確
に区別している １）。
　「災害復旧」　文字どおり「旧に復す」，原形復旧
を基本とする災害対応活動のこと。
　「災害復興」　災害前とまったく同じ施設，機能
にもどすのではなく，地域が災害に見舞われる前
以上の活力を備えるように，暮らしと環境を再建
していく活動のこと。
　この「災害前以上の活力」という表現には説明
が必要かもしれない。今後同様の強さ（外力）を
持つ災害が次に生じるとしても，同じような大き
な被害が発生しないレベルまでまちの脆弱性を克
服するということが「復興」の目標である。災害
は，当該社会が持つ傾向を顕在化させ，その後の
社会変化を時間的に加速させることが知られてい
る ２）。すなわち被災地が災害以前に持っていた課
題が，災害後には非常に短期間にその社会の現実
として現れるのである。わかりやすく言うと，災
害前に活力のある社会は，その回復過程で，まち
の成長がより促進される一方で，活力のない社会
は，災害後，そのまちの疲弊や衰退がより促進さ
れる。そのため，被災地の復興のためには，その
未来を考慮に入れた取り組みが必要となる。

　したがって「復興」とは，これまでのまちが持っ
ていた脆弱性を克服し，将来の望ましいまちのあ
り様を実現するための過程である。それが「災害
前以上の活力」をめざす理由である。

１．２　帝都復興と戦災復興
　わが国の防災体制の中に「復興」は存在していな
いが，「復興」という概念は阪神淡路大震災以前か
ら，１９２３年の関東大震災からの「帝都復興」，ある
いは太平洋戦争下での米国による戦略爆撃で焼失
した日本各地の都市の「戦災復興」として使われて
いた。関東大震災（１９２３年）の後の「帝都復興」
は，日本における災害後の復興の嚆矢であった。
このときは国に「帝都復興院」が設置され，首都に
ふさわしい新たな都市として再建するための復興
計画が国主導で策定された。当時の復興院のトッ
プの後藤新平は，計画実現ために奮闘したが，当
時においても，財政当局などからの激しい反発を
招き，規模の縮小を余儀なくされている ３）。
　太平洋戦争下の米軍は日本各地に戦略爆撃を繰
り返し，わが国の主要都市のほとんどは焦土と化
した。戦後，各自治体は復興計画を策定し，戦災
復興に取り組んできた。阪神淡路大震災当時の神
戸市長笹山幸俊氏は，市職員として神戸市の戦災
復興に取り組んできた経験を有し，その経験がこ
の震災における復興の指揮に生きている。
　阪神淡路大震災以前の帝都復興や戦災復興で
は，「区画整理などの都市計画」および「インフラ
の復旧」という，二つのテーマを中心とした計画
が中心であった。しかし，阪神淡路大震災では，
「市民生活の再建」が大きなテーマとして浮かび上
がり，そのための幅の広い分野での復興の推進が
計画に盛り込まれることとなった。

１．３　阪神淡路大震災からの復興の目標
　復興とは，都市基盤と公共施設の再建や都市計
画に従った市街地再生をさすと従来考えられてき
た。しかし，阪神淡路大震災ではそれに加えて，
経済の再建，市民の生活の再建が復興の目標にか
かげられた。すなわち，阪神淡路大震災からの復
興においては三つの達成すべき目標が設定されて
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いる。第１は，物理的な意味での被災地の再建。
第２は経済の再建，第３は生活の再建である。こ
れら３つの目標のなかで，阪神淡路大震災では市
民の生活再建が復興の最終目標とされるので，復
興全体の構造は，Figure１のように整理される １）。

　すなわち，市民の生活の再建が復興の究極の目
的である。そのためには住まいと収入が確保され
る必要がある。地域でそれを実現するためには破
壊されたまちを物理的に再建する「まちの再建」
と「経済の再建」が必要となる。そのために社会
基盤の機能の「復旧」から始める必要がある。こ
のように災害からの復興を実現する過程は，さま
ざまなステイクホルダーが関与する複雑な構造を
持っており，それらの活動がすべて同時並行で進
むため，多くの場面で利害が葛藤する混乱した状
況であることが予想される。

２．復興の第１段階としての復興計画策定
２．１　迅速な復興計画策定の必要性
　復興過程の第１歩は復興計画の策定である。こ
の節では，阪神淡路大震災の際に神戸市の復興計
画を中心となって起草した太田氏の論文をもと
に，復興計画の策定過程について検討する ４-７）。
　災害の後，大混乱の中で，人命の救助，安全の
確保，避難所の開設などの応急対応が最優先であ
る。長い時間を必要とする復興は応急対応の後に
考えればよいことではないか，と思われるのも当
然である。しかし，どのように復興を進めていく
べきかについて，早急に体制づくりと方針決定が

必要となる。なぜなら，災害発生直後から，復興
に関係する活動が存在しており，また人々の生活
再建に向けた動きも早いからである。
　復興計画を策定するためにも一定の時間が必要
である。阪神淡路大震災の場合は，神戸市や兵庫
県の復興計画が次年度の政府の概算要求に間に合
うように発災から６カ月間で策定されている。そ
の間にも，被災地では「できるだけ早く元の生活に
戻りたい」という被災者の思いから，さまざまな活
動が日々展開している。市民は一日でも早く自宅
を再建したいと思い，インフラの復旧もどんどん
進められている。こうした個別の活動がマスター
プランなしに勝手進められると，結局震災前のま
ちが元通り再建されるだけで，災害への脆弱性が
そのまま再現されてしまうことになる。
　大規模な災害による面的な広域にわたる破壊
は，災害に強いまちづくりの観点からは，面的な
再建を同時進行させる必要がある災害復興は，そ
うしたまちづくりを推進する貴重な機会でもあ
る。したがって復興計画は急いで策定する必要が
ある。
　また，被害が大きければ，そのためには巨額の
費用が必要となり，国の財政的支援なしには実現
することが困難となる。国から財政支援を得るた
めには，どのような活動を行うかを提示し，その
正当性を示す復興計画の提示が不可欠となる。最
大の支援を引き出すためには，復興に至る青写真
をできるだけはやく持つことが重要であり，それ
が復興計画である。
　しかし，復興の重要な担い手である市民は，災
害が大きければ大きいほど，避難先に避難を余儀
なくされ，元のように生活している人は極めてす
くない。そのような状況で市民が復興計画策定過
程に参画するのは非常に難しい。しかし，住民の
参画を欠いた計画が，各種の大規模公共工事の例
を見るまでもなく，その後の実現に多くの困難を
持つこともまた事実である。以上を要するに時間
的な制約から急いで作るという要請に応えること
と，計画策定過程に市民の積極的な参画を得るこ
とは，復興計画策定において常に存在する二律背
反であることに留意する必要がある。
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Figure１　阪神淡路大震災の復興過程の構造
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２．２　復興計画が必要となる状況とは
　すべての災害で復興を考える必要はない。むし
ろわが国では災害復旧が原則である。では，どの
ような場合に，復興計画を考える必要があるのだ
ろうか。一般的には被害が市民生活のあらゆる部
分を及ぼすとともに，影響の範囲が面的で広範囲
にわたる場合である。牧らは，阪神淡路大震災以
降の震災を対象として，被災した市町村が復興計
画を策定したか否かの前提条件を定量的に検討し
ている。その結果，Figure２に示すように，住宅
の被害率が１０％以上を超える，あるいは全壊棟数
が１， ０００棟を超える場合に，復興計画が策定され
ることを見出している６）。

２．３　復興計画を策定するにあたって留意すべ
きポイント

　太田らは，神戸市の復興計画策定過程と２００５年
のハリケーンカトリーナで甚大な被害を受けた
ニューオーリンズ市の復興計画の策定過程を，プ
ロジェクトマネジメントの枠組みをもとに比較
し，復興計画を効果的に策定するために必要な要
素を検討している７）。その結果，以下の１１点を明
らかにした。
１）市民生活全般に関する復興の計画を地方主導
で策定する。
２）被害状況の把握から計画策定を始める。
３）まず，骨子となる方針を作成し，その後，そ
の方針に基づいて詳細な計画を策定する，とい

う二段階の策定手法を採用する。
４）幅広い専門的な叡智を活用して，復興の方向
性を定める。
５）復興計画のディレンマ＝「急いで作る」こと
と「市民の参画」を意識して策定する。
６）事業の総花的な羅列とせずに，復興事業の重
点を明らかにする。
７）市のマスタープランづくりを通して日頃から
高い計画策定能力を維持向上させる。
８）計画段階及び実施段階でできるだけステイク
ホルダーの関与を高める。
９）市民・事業者と行政の間の信頼関係，市民相
互での信頼関係，行政相互の信頼関係を確立す
る。

１０）復興に携わる人々の強い思い，パッションを
凝縮して「復興計画」とする。最も重要なパッ
ションは，リーダーたちのそれであり，熱い勇
気と高い志を持ったリーダーシップが必須であ
る。

１１）復興計画は道具であり，復興が実現されるこ
とが本来の目的である。そのためには実行過程
の中でPDCAサイクル（Plan：計画する→Do：
それを実施する→Check：実行状況を検証し必
要なら計画を修正する→Action：修正した計画
を実行する）により検証しながら事業を推進し
ていくことが重要である。

３．都市の物理的な再建
３．１　都市の再建のための施策例
　阪神淡路大震災の復興計画は３層構造としてい
る。その中で都市の物理的な再建は，一番基底層
にある社会基盤の復旧と，第２層のまちの再建に
関連している。社会基盤の復旧は，官民を問わ
ず，それ以外の個別的な復旧，復興はそれなしに
は実現できないと考えられる。この部分は公金が
投入される部分であり，一刻も早い機能回復が期
待される。いわば復興の大前提である。阪神淡路
大震災からの復興においても，たとえば電力・水
道・都市ガスといったライフラインはFigure３に
示すように，約３カ月で復旧し，もっとも時間を
要した神戸港も震災から１８カ月で復旧している。
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Figure２　復興計画策定の前提条件としての被害



自然災害科学 J. JSNDS 29-3（2010）

当時こうした社会基盤の機能回復の早さに，世界
が目を見張った。
　第２層のまちの再建には，都市計画と住宅の再
建の２つの主要な側面がある。火災によって面的
に破壊された地域を重点的に選択し，都市計画の
手法を使ってまちの構造改革を図る試みがなされ
た。さらにより広域にわたって，震災によって全
半壊した５０万棟の住宅の再建を支援するさまざま
なプログラムが提供された。
　兵庫県では，個人住宅の再建プログラムを緊急
３カ年計画として実施し，震災から最初の３年間
に，震災により滅失した数以上の個人住宅が建設
された。さらに，仮設住宅も５年間で解消される
など，住宅問題は５年間で解決したと考えられて
いる。

　都市計画事業は完成までに１０年間を要した。神
戸市を例にとると，震災復興促進地域に指定され
た市域５， ８８７haの内，再開発や区画整理などの面
的復興事業の行われた地域は１０年間で事業をほぼ
完了できた。被災地の９６％に及ぶそれ以外の地
域，いわゆる「白地地域」における復興まちづく
りについて野崎は，都市計画・まちづくりの専門
家，大学研究者，行政担当者等が集まり，各地で
展開される復興まちづくりを支援し，震災前から
の地縁組織との確執もかかえながら，合意形成機
能を備え自発的な活動に依拠する新しい「地域自
治組織」を確立する試みが各地でなされたことを
報告している８）。

３．２　都市の再建の成功要因は何か
　阪神淡路大震災からの復興においては，都市の
物理的な再建はもっとも上手くいったもののひと
つである。今被災地を訪れて当時の様子を思い起
こすことが難しいほどみごとに再建は完了してい
る。では，何が成功の原因なのだろう。第１は，
都市計画という形で実現される計画的に復興を進
めようとする意思の存在である。その典型が当時
の神戸市長であった笹山幸俊氏が震災早々に行っ
た都市計画の発動である。笹山氏は神戸市の戦災
復興を担ってきた経験から，無秩序に建設される
バラックが復興の妨げになることを熟知してい
た。そうした事態を避けるために，住民からはき
わめて不評であっても，彼は都市計画法の建物の
建設禁止条項を利用するために，早々に都市計画
を発動している。
　第２の理由は，公費によるがれきの除去である。
ガレキの私有財産であり，その処分はそれまで個
人の責任であった。しかし個々人の経済力に任せ
ておくと復興の前提となるがれき処理に時間的な
ずれが生じ，面的な整備ができない危険性がある。
そこで厚生省は初めての試みとして，がれき処理
に公費を投入して，面的な復興活動を促進した。
この制度はその後，生活再建支援法の成立に伴っ
て，がれき処理に関わる経費負担はその一部に組
み込まれている。阪神淡路大震災における公費に
よるがれき処理支援は，もうひとつ着目すべき点
がある。それは地方自治体ががれき処理過程全般
に積極的に関与し，すみやかながれき処理に貢献
したことである。住宅の公費解体にあたっては解
体業者と被災者の間の調整を行い，経費及び作業
スケジュールの面で最適化に貢献した。多くの自
治体で仮置き場でのがれきの分別処理が行われ，
資源の再利用と環境への配慮がなされていた９）。生
活再建支援金の支出項目になったことで，地方自
治体ががれき処理に関与する必要がなくなったわ
けではなく，がれき処理における地方自治体の関
与が災害対応における必須の業務の一つになった
と解釈すべきであることに留意する必要がある。
　第３に，関東大震災からの復興，戦災復興さら
に戦後に発生した大火からの復興を通して積み上
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Figure３　ライフラインの復旧過程
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げられた過去の経験の存在である。そしてこうし
た経験にもとづく専門分野，研究，人材の存在で
ある。阪神淡路大震災のような未曾有の規模の災
害であっても，これらの専門家の間には過去の経
験にもとづく共通理解が存在し，過去の経験が随
所に知恵になって活かされたといえる。
　第４に，被災自治体が復興計画に盛り込まれた
事業に明確な数値目標を設定したことである。最
初の３年で住宅を再建する，最初の５年で仮設住
宅を解消し，１０年間で復興を完成させる，といっ
た具体的な数値目標は結果としてみるとどれも達
成されている。さらに復興過程を全体前半５年
間，後半５年間にメルクマールを設けて，各段階
で進捗評価を行っている。計画に書かれているこ
とを，自分たちの努力の根拠として，その実現に
誠実に取り組みという被災地の姿勢が数値目標と
して具体化され，うまく機能したといえよう。

４．経済の再建
４．１　経済の再建の施策例
　経済の再建も復興の第２層の課題である。そこ
には，地域の主要産業の活性化と，数的には企業
の大部分を占める中小企業対策という大きな二つ
の方向性が存在している。
　神戸の例で言えば，重長厚大型の産業構造から
転換を迫られた時期に，この震災が発生した。被
災地ではこの災害を将来の少子高齢化社会を先取
りするものとしてとらえ，将来この地が目指すべ
きものとして医療産業都市構想をかかげ，ポート
アイランド２期において，新たな産業集積をめざ
した試みが震災を契機としてスタートさせてい
る。以降着実に産官学の集積が進んで，１５年を経
てようやく次世代産業としての方向性が見えると
ころまで成長してきた。
　経済の再建ではこうした長期的・戦略的な試み
を行うと同時に，数多く存在する体力のない中小
企業に対する雇用の安定と事業継続を中心とする
「今」を見た個別具体的な施策も実施されている。
例えば，あまり知られていない兵庫県の雇用施策
として，震災発生から１年目に，事業主に対して
雇用維持のための従業員一人当たり５０万円の補助

金を提供している例がある。それによって，失業
者の発生を抑止できたともに，ある程度のキャッ
シュフローを中小企業に確保できたという２つの
効果が得られている。

４．２　経済の再建を評価する
　では経済の再建をどう評価すればよいのだろう
か。都市の物理的再建と異なり，経済は再建過程
そのものの可視化が難しい点である。また，経済
は開放形のシステムであり，被災地内の経済活動
だけによって被災地の経済状況が決定されるわけ
でもない。とくに日本経済が１９９７年から失速した
影響を被災地も強く受けており，被災地の経済状
況が震災の直接の影響によりものか，他の要因に
よるものかを区別する必要があると予想される。
　震災から１０年阪神淡路大震災の復興過程を継続
的に調査した兵庫県の報告においては，１０年目に
して，「地域経済が震災の影響を脱した」と感じた
人は過半数を超えたにすぎなかった１０）。この結果
は震災後１０年間を経ても，被災地の経済が完全に
回復していないことを示している。しかし，この
調査結果は震災発生から１０年というある時点での
経済の姿であり，１０年間の経済の復興過程を可視
化する必要もある。
　震災からの経済活動の回復過程を時空間的に実
証的に検討する方法として，社会がもともと収集
することになっているマクロ指標を活用すること
があげられる。震災の影響を可視化するために
は，震災発生前後のデータを継時的に比較するト
レンド分析が必要がある。それを可能にするもの
国，地方自治体，公益事業体などが業務の一環と
して収集・公開する各種の統計データである。研
究者が持てるデータは基本的に事後的なものであ
り，研究資源の制約から，社会統計データに比べ
て質量ともに貧弱である。ここでは，業務の一環
として収集される社会統計データの適切な二次解
析を通して，被災地の社会経済活動の復興状況を
時系列的に可視化した３つの試みを紹介する。

（１）電力消費量の変化
　電力の消費量をインデックスに使って，地域の

３０８ 
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活動の戻りぐあい，復旧ぐあいの全体指標にでき
ないかという試みが，Figure４に示すように高島
らによってなされている１１）。
　図には，阪神淡路大震災の被災地域の周辺にあ
る関西電力の７つの営業所における１９９４年１０月か
ら１９９８年７月までの間，各種の変動要因の影響を
キャンセルした消費電力の相対的な変化月単位に
示されている。震災による消費電力の落ち込み
は，被害状況と相関しており，もっとも甚大な被
害を受けた三ノ宮営業所管内及び兵庫営業所管内
では，震災の発生とともに，電力消費量が通常の
６０％あるいは８０％と低下していた。

　電力消費量の回復状況を見ても，被害状況に対
応が見られた。相対的に被害が少なかった尼崎，
明石，淡路，西宮営業所管内に比べて，三ノ宮と
兵庫営業所管内では緩やかな回復を示してはいる
ものの，震災発生から３年半が経過した１９９８年７
月の段階でも電力消費は震災前の水準に戻ってい
ないことも明らかになった。逆に，被災地に隣接
する柏原営業所管内では，震災の被害を直接受け
ておらず，さまざまな支援の拠点となったことも
あり，この間電力消費量が増加している。いわば，
被災地を中心に電力消費の増減が波紋のように広

がるリップル効果がみられていることが興味深い。

（２）GRPの変化
　経済を総合的に把握する統計である国民経済計
算の中の一指標で，一定期間内に国内で産み出さ
れた付加価値の総額をあらわす指標国内総生産
（Gross Domestic Product: GDP）がある。同様に，
ある地域内の一定期間内に国内で産み出された付
加価値の総額である地域総生産（Gross Regional 
Product: GDP）が，都道府県および政令市に関し
て入手することが可能である，これを使うことで
兵庫県及び神戸市の経済が震災によってどのよう
な影響を被ったかをみることが可能になる。

　Figure５は１９９０年を基準とした２００３年までのわ
が国のGDP及び東京都，兵庫県，神戸市のGRP
の相対的な経年変化を示している。わが国全体を
みると，１９９６年までは経済は成長しており，１９９７
年から２００１年までは横ばい，２００１年以降縮小傾向
を示している。東京都をみると，ほぼこの傾向を
示している。しかし，マーケティングの世界で日
本のサンプル県と呼ばれ，全国的な傾向を反映す
るといわれる兵庫県のGRPは，この間全国的な
傾向と異なる傾向を示している。兵庫県とよく似
た傾向をより顕著に示しているのがもっとも震災
の影響を受けた神戸市である。
　震災によるさまざまな機能停止により経済活動
は落ち込むと考えられがちだが，実際には震災が
発生した１９９５年から１９９８年までの最初の３年間
は，兵庫県及び神戸市の経済活動は全国平均以上
の好況を呈している。いわば震災特需の存在が明
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Figure４　電力消費量の推移からみた復興状況

Figure５　GRPに見る阪神淡路大震災の影響
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確に表れている。しかし，その後１９９９年以降に極
端に低落傾向が進んでいる。
　この特需とその後の不況の主な原因として，住
宅再建をあげることができる。この地域の住宅建
設は年間２万棟の建て替え重要が発生する成熟市
場であった。そこに震災によって２０万棟の建て替
え重要が発生したといわれている。いわば１０年分
の需要が発生したことになる。すでに指摘したよ
うに被災地の住宅再建は震災から最初の３年間で
滅失した以上の住宅が建設されている。このこと
は残りの７年間に住宅建設の需要が激減すること
を示しており，地元の建設業界にとってはその間
大変厳しい状況が続くことになる。それを裏付け
るように地元の優良企業の倒産が震災から５年か
ら７年にかけて続発している。震災特需の発生と
その後の不況は，多くの被災者が１日も早く元の
生活に戻りたいと願う気持ちに端を発している。
したがって，復興において，個人の復興をめざす
想いと地域経済の維持・活性化のバランスについ
て十分に考慮する必要がある。

（３）神戸市統計に見られる時系列的な変化
　柄谷らは，神戸市が業務として収集する１２０種
類の統計データを１９９２年４月から２００５年１月まで
の１３年間について解析し，神戸市における震災の
影響が基本的にFigure６に示すような３つの復
興パターンに分類できることを見出している１３）。
第１のパターンは，神戸市のGRPに示された震
災直後に震災特需によるブームを迎え，その後ス

ランプに陥るパターンである。その典型が先に見
た建設需要である。
　第２のパターンは，震災発生直後に大きく落ち
込むものの，震災前の状態に回復するパターンで
ある。日常の消費活動，域内の消費活動がその例
で，基本的には９カ月ほどで震災の影響を脱して
いた。食料品や日常品などの最寄り品は，生活必
需品であるために買い控えはできず，しかも基本
的に近所で購入する傾向にある。したがって，こ
れらの商品については，人が生活する限り恒常的
にニーズは発生するわけで，震災による一時的な
スランプはあっても，想像以上に早く消費が戻っ
ているといえる。
　第３のパターンは，震災前の状態に回復できな
いというパターンである。このような例として，
Figure７に示す神戸港の輸出入量があげられる。
神戸港については，震災当初，韓国の釜山，台湾
の高雄を競合他社として想定していたが，結局大
阪港と横浜港に顧客が流れた。同じ傾向は阪神電
車の乗客数にも見られる。阪神電鉄の場合には，
並走するJRと阪急電鉄に流れている。
　この２つの例に共通するのは競合他社の存在で
ある。震災による機能停止の間に，顧客が競合他
社に移り，業務を再開しても流出した顧客が戻ら
ず，経営が苦しくなっている。競争他社が存在す
る場合の事業継続の重要さを如実に示す事例とい
える。

　こうした三つの異なるパターンを持つさまざま
な社会経済活動が重なり合って，地域全体の社会
経済活動として表現されるのが被災地のGRPで
あるといえよう。
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Figure６　経済再建の３つの基本的なパターン

Figure７　神戸港の輸出入量の時間的推移
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４．３　経済の再建に関する留意点
　阪神淡路大震災の経済再建に関する以上の分析
を踏まえて，次の大規模災害における経済再建に
あたって国，被災者，被災企業が考慮すべきこと
を３点指摘したい。
　第１は，中央政府による公金の投入方法であ
る。現在は各省庁別に復興のために，発災直後の
補正予算あるいは次年度の当初予算を計上する方
式が採用されている。阪神淡路大震災の場合に
は，　７兆円にものぼる公金が震災当初の３年間に
投入されている。そこには公共事業を集中的に実
施することで地元に雇用と資金を提供するという
経済波及効果が想定されている，いわゆる「トリ
クルダウン」効果である。しかし，阪神淡路大震
災の現実は，それだけ短期間にそれだけ多量なマ
ネーフローを吸収できる能力が地元には存在せ
ず，結果的に東京あるいは大阪に本社を持つ大企
業が事業を受注している。そのため投入された資
金の大部分は被災地外に環流して，被災地には何
にも残らなかったことは，地元の優良企業が５年
目以降に倒産することで明らかになっている。国
には個別事業査定方式から一括補助金方式への切
り替えも含めて，長期的に被災地の経済再建を支
援できる公金投入の方式を検討することが求めら
れる。
　第２は，被災者の側の行政支援への依存であ
る。阪神淡路大震災を契機として，被災者に対す
る公的な支援が手厚くなっている。その一方で，
被災者の側に，そうした支援を前提として，リス
クを回避する傾向が強まり始めている。その一例
が，個人レベルでは，できるだけ自分の資金を使
わない傾向である。柄谷らは神戸市の統計解析か
ら，震災発生以来個人の貯蓄額が終始一貫して増
加していることを見出している。また，企業レベ
ルでも震災発生後の新しい産業構造への転換にお
いても，補助金や公金の投入に依存しながら，多
くの企業はリスクを回避する傾向を示している。
第３は，企業の事業継続能力を向上させることの
大切さである。経済は基本的に競争原理が働く，
非常に厳しい事態であり，一度流出した顧客をと
り戻すことは大変に難しい。

５．生活再建
５．１　阪神淡路大震災で生まれた生活再建の概念
　自分が住む場所が確保でき，仕事があり収入が
保証されるという安定感を前提として，生活再建
がなし遂げられるとすると，生活再建は復興の最
終ゴールとして第３階層に位置付けられる。兵庫
県調査でも，震災から１０年間が経過した時点で
も，依然として２割の人が復興できていないとい
う回答していた。ある意味ではマスコミが好んで
使う「８割復興」という表現はあたっているとも
いえる。
　「生活再建」自体が阪神淡路大震災の復興におい
て初めて明確に復興の目標として掲げられた概念
であり，その目的達成のために関係者はできる限
りの努力を払ったものの，その正確な意味は当時
だれにもわかっていなかった。なぜ生活再建とい
う概念が阪神淡路大震災の際に初めて生まれたの
だろうか。その答えは被災者絶対数の大きさであ
る。兵庫県の推計では阪神淡路大震災の被災者は
当時の県内１０市１０町にまたがり，総数で３５０万人
に及ぶとされていた。それまでの災害では被災者
の全体数が少ないため，被災者とはマスコミを通
して報道される自分とは無関係な人であった。そ
のため被災者の視点から災害を見ることもなかっ
た。しかし阪神淡路大震災で初めて，多くの人に
とって被災者が身近な存在となった。単身赴任し
ている夫や子供が，実家で暮らす両親や祖父母
が，永年の友人が被災した人が多数発生した。息
子の単身赴任先であったり，親が暮らしている，
友人がいるなど，自分にとって身近な人，知り合
いが被災するという体験をした人も同時に多数生
まれた。それが生活再建という被災者の視点から
災害を見るように日本が変わった大きな原因のひ
とつだといえるだろう。
　何をすることが生活再建になるのか，どのよう
なことが効果的なのかが，明確にわからないま
ま，考え付くすべての対策・施策を試みる，試行
錯誤を通して生活再建支援の方向性を見つけ出す
活動が続けられた。こうした状況を象徴する一例
として，兵庫県は被災から６カ月目に，「被災者復
興支援会議」を設置している。各分野の１２名の専
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門家と県の担当課長がチームを作り，さまざまな
状況に暮らす被災者の生活実態を調査しながら生
活再建のあり方を提案する活動をしている。この
組織は震災１０年まで存続して活動を続けている。
　試行錯誤的な政策決定プロセスとならざるをえ
なかったこともあり，生活再建施策は一度にその
全体像が被災者に提示されたわけではなく，逐次
的に施策が充実していった。しかし，こうした逐
次的な施策の導入は新たな不公平感を醸成した面
もあった。たとえば，震災から３年後の淡路島一
色町の役場で突如万歳三唱がなされるのを筆者自
身も目撃している。万歳の理由は，それまで一部
損壊だった建物被害判定が半壊に変更になったか
らであった。その直前に兵庫県は生活再建のため
の追加施策を発表した。半壊以上であれば，新し
い支援の対象者となれるのである。そのため，一
部損壊の判定を受けた被災者は新しい生活再建施
策が発表される度に，役場に建物被害判定の訂正
を求めることが繰り返されてきたと説明を受け
た。こうした事態が行政の側にも生活再建とは何
か，それを支援するためには何をすればよいかが
明確に理解されておらず，現実の施策を通して方
向性が明確になっていった過程を示唆している。

５．２　生活再建の７つの要素
　生活再建とはなにかを誰も定義できないでいる
とすれば，被災者自身がもっとも生活再建とは何
かを知っているはずであり，その考え方を体系化
し，言語化することで生活再建の定義ができると
考えられる。被災者自身に生活再建とは何かを定
義してもらう試みが，震災から５年目に行われた
神戸市の震災検証の一環として行われた１４）。１２回
のワークショップを通して，被災者，生活再建に
関わる支援者の意見を収集した。田村らは収集さ
れた１， ６２３個の意見を構造化した結果，Figure８
に示す７つの要素が見出した１５）。
　震災発生から５年後の段階で，被災者が生活再
建の第１要素としてあげたのは「住宅」の再建で
ある。それとほぼ同じ指摘があったのが「人と人
のつながり」の確保であった。それ以外にも，「ま
ち」の再建，「こころとからだ」の健康，次の災害

への「そなえ」，「くらしむき」，「行政とのかかわ
り」を加えた７要素である。
　人と人のつながりがこれほど被災者の生活再建
に大切な要素であることは予想外の発見であっ
た。しかし，これは被災者がだれも豊かな人間関
係を持っていたことを示しているわけではないこ
とに注意が必要である。むしろ，人ほど他者との
関係なしには生きられないという事実の裏返しと
考えるべきである。震災を経験し，避難所に行
き，仮設に行き，最後は公営住宅に入るという，
大きな環境の変化のたびに，それまでの人間関係
が切られ，新しい環境で再度人間関係を構築し，
それがまた切られる，という経験の繰り返しを，
震災後の５年間に３度も経験したことになる。と
くに高齢者にとっては，こうした経験は大変つら
いものであり，今度こそ継続的な人間関係をつく
りたいという希望なのである。
　この７要素はその後別の災害での検討でも繰り
返し見つかる安定した要素である。その中でも４
番目の災害への備えには説明が必要かもしれな
い。「災害への備え」の重要性は，「二度と同じよ
うな目には遭いたくない」という被災者の思いを
反映したものと理解できる。その意味では「災害
への備え」は災害というコンテクストに限定的な
要素であり，その点がその他の６要素と異なって
いる。この点を考慮すると，生活再建の構造とし
てFigure９に示すような構造が示唆される。
　「災害への備え」の下の６要素は，個人と社会と
の関わり方に関係しており，どのような文脈にお
いても重要になる要素であるといえる。もっとも
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Figure８　生活再建の７要素
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基本的なものは「まち」の再建と行政とのかかわ
りの問題である。つまり，どのような社会サービ
スが期待できる社会に自分が暮らしているかに関
するものである。いわば地域選択レベルである。
中間層には「くらしむき」と「住宅」が入る。ど
のような仕事をして収入を得るか，そのためにど
こに住むかという，個人の人生設計の基盤に関わ
るレベルである。最上層には「人と人のつながり」
と心と体の健康が入る。これは個人が持つ資質
あるいは資産といえる。以上のような４層のバラ
ンスが安定したことで初めて生活再建と言えるの
ではないか。

５．３　生活再建過程はどのように進むのか
　兵庫県では１９９９年から２００５年まで２年ごとに，
前述の７要素モデルにもとづいて，生活再建の進
捗状況を定量的に測定する４回の無作為抽出の社
会調査を３回のパネル調査を実施してきた。
　その結果，木村らは「復興カレンダー」という
個人の復興度を測定する心理尺度を提案してい
る。エスノグラフィックインタビューを通してえ
られた多くの被災者に共通する生活再建上のイベ
ントがその被災者にいつ訪れたかを尋ね，それを
累積曲線と表現するこの尺度は，さまざまな災害
からの復興において安定した結果を示している。
　Figure１０は阪神淡路大震災からの１０年間，新潟
県中越地震から２年が経過した時点での復興カレ
ンダーを示している１６）。阪神淡路大震災の場合に
は，回答者の５０％が「仕事/学校がもとに戻った」
「毎日の生活が落ちついた」「すまいの問題が最終
的に解決した」「家計への震災の影響がなくなっ

た」「自分が被災者だと意識しなくなった」「地域
経済が震災の影響を脱した」と回答する時期をみ
ると，「仕事/学校がもとに戻った」のはどちらも
震災から１ヶ月が経過した時点，「毎日の生活が
落ちついた」人と「すまいの問題が最終的に解決
した」のは，　６カ月から８カ月，「家計への震災の
影響がなくなった」のは震災から１年が経過した
時点，「自分が被災者だと意識しなくなった」のも
１年上経過した時期である。しかし，自分が被災
者だと意識しなくなった」人の割合は震災から８
年で８２．８％となったが，震災から１０年が経過した
時点では７５．５％に低下している。さらに「地域経
済が震災の影響を脱した」と回答した人震災から
１０年を経てやっと過半数に達したに過ぎない
（５２．５％）。
　新潟県中越地震の復興の様子を阪神淡路大震災
の復興の様子と重ねわせると，この２つの震災か
らの復興が基本的に同じ順序で進んでいることが
分かる。災害の規模の違い，阪神淡路大震災から
の復興の教訓の存在もあり，明らかに新潟県中越
地震からの復興は時間的に進捗が早いことが明ら
かになる。こうした簡便に測定可能で安定した復
興指標は復興事業を総括する行政担当者にとっ
て，進捗評価の重要な道具であり，今後さまざま
な災害からの復興状況の把握に活用されるべきで
ある。
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Figure９　生活再建７要素の相互関係

Figure １０　復興カレンダーが示す復興像
（阪神淡路大震災と新潟県中越地震の比較）
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５．４　復興尺度とその規定因の潜在構造分析
　被災者の総合的な生活復興のようすを知るため
に，「生活の充実度」「生活の満足度」「１年後の生
活の見通し」に関する計１４項目から「生活復興感」
という尺度を作成し，２００１年，２００３年，２００５年調
査において生活復興感を計測してきた。その結果，
各調査時点での生活復興館の平均値はFigure １１に
示すように，単調な増加傾向を示すわけではな
かった。２００１年（平均４０．６）から２００３年（平均３９．９）
にかけては，ほとんど変動がなかったが，２００３年
（平均３９．９）から２００５年（平均４１．２）にかけては有
意に上昇した。また，年を追うにつれて，生活復
興感の高い人と低い人とのばらつきが広がってい
ることがわかった（標準偏差：８． ７０（２００１年） → ９．
 ６２（２００３年） → ９． ８７（２００５年））。
　生活復興感の時間的推移からも復興が単純増加
傾向でないことが示唆される １７）。こうした変動の
規定因についてみると，復興感そのものがわが国
の景気動向との関係していることが示唆される。
日経平均株価は日本全体の景気動向を表す１つの
目安であり，震災発生からの１０年間の日経平均を
重ねてみると，Figure １１に示すように調査を実
施した時点での景気動向と生活復興感の代表値が
相関していることがうかがえる。
　生活復興感は復興の完了を定量的に示す重要な
指標でもある。兵庫県調査では，生活復興感を規
定する要因を毎回潜在構造分析を通して明らかに
してきた。震災から８年が経過した２００３年までの
調査結果では，Figure １２に模式的に示すように
震災で受けた被害程度が生活復興感を規定する重

要な要因であった。すなわち，被害程度が大きい
ほど生活復興感が低い傾向が示された。しかし震
災から１０年が経過した２００５年の調査結果では，生
活復興感の規定因の構造として基本的に同じ構造
を示しながらも，震災で受けた被害程度は生活復
興感の説明編ではなくなっていた。生活復興館尺
度は現状の生活に対する満足度を調べる尺度であ
う。そこに震災による直接被害の影響がみられな
くなっていることは，震災の直接影響は克服され
たことを示唆しており，復興は完成したと結論付
ける根拠の一つとして考えられた １８）。

６．復興の理論の構築に向けて
　復興の理論構築は近年さまざまなところで関心
が高まっている。わが国では日本災害復興学会
（http://f-gakkai.net/）が２００８年に創設されている。
また米国での２００５年のハリケーンカトリーナから
の復興を契機として，２０１０年にNSFの支援を受
けてPERIが主催する「災害復興に関する理論構築
のためのワークショップ」が開催されている。本
稿を閉じるにあたって，これらの機会に紹介して
きた，これまでの知見を統合する理論化の試みを
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Figure １１　日経平均の推移と生活復興感の関連

Figure １２　生活復興感の規定因モデルにおける
震災の直接的な影響の消失
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概説する２０）。
　本稿では災害復興の目的として，都市再建，経
済再建，生活再建の３つの目的の存在を明らかに
してきた。これらの３つの目的はバラバラに存在
するわけではなく，相互に関連している。今後の
災害復興を考えるにあたってもっとも強調すべき
と考える点は，これら３つの目的の中でもっとも
優先されるべきものは経済再建である。持続的な
経済発展が可能にならなければ，復興の努力は成
功したとはいえない。それを確実にするための手
段として都市の物理的な再建がある。したがっ
て，どれだけの公金が投入されたかではなく，そ
の後に税収の増加が見込めるような都市の再建が
できたかが都市の物理的再建の評価基準となる必
要がある。税収が上がることでそれを基金として
生活再建のための施策の充実も可能になる。その
ため，経済再建を主体として，その手段として都
市の物理的再建を位置付け，その成果を生活再建
にむけるという相互関係が望ましい姿であるとい
えよう。
　次に災害復興のための施策を体系化して示した
ものがFigure １３の右側である。この図の右はじ

には災害復興の最終ゴールである生活再建があ
る。生活再建を実現させるための対策は，直接的
な施策と，間接的な施策とに大別される。直接的
な施策としては，住宅再建支援，グラミーバンク
の成功で着目を集める「マイクロファイナンス」，
各種の補助金制度，人間関係の維持・育成支援，
こころのケアなどである。間接的な施策は経済の
再建対策である。経済の再建対策にも直接的な施
策と，間接的な施策とに大別される。直接的な施
策には，企業向けの補助金，貸付，税の減免など
が含まれる。間接的な施策の中心に，社会基盤の
復旧と公共建物の再建を中心とした物理的な都市
の再建がある。その他，規制緩和や規制実施，技
術支援や人材育成，神戸の医療都市構想のような
新産業育成も含まれる。これらの施策を組み合わ
せることで，できるだけ多くの人ができるだけ短
時間で生活再建を実現できるようにすることが災
害復興の課題であるといえる。
　Figure １３の左側には災害復興を推進するため
の支援組織のあり方を示している。ここでは３種
類の組織が考えられている。第１は資金源であ
る。復興の実現には多額の資金を必要とするた
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Figure １３　災害復興の理論化に向けて
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め，資金源の確保が必要である。わが国では国が
この機能を担っている。しかし，１９９９年に発生し
た台湾集集地震の際には台湾の仏教会が台湾政府
に匹敵する資金を集め，被災者支援を行った例も
ある。このように復興に集めるための組織がさま
ざまな形態が考えられる。
　第２は復興の管理主体である。復興計画を策定
し，復興の進捗状況か管理監督する機能を担う組
織である。日本では被災地の地方自治体がこの役
割を担うことが普通である。しかし米国では大統
領の災害宣言がなされた場合にはFEMAを中心
とする連邦政府が管理主体として大きな役割を
担っている。第３は復興支援の実施団体である。
２００１年の９１１からのローワ―マンハッタン地区の
復興では職住混住地区という性格から，さまざま
なNPO組織のネットワーク組織のネットワーク
を活用した復興支援が一括補助金方式で行われ，
きめの細かな支援を実現している。わが国では，
一部にNPOやCBOによる支援も実施されている
が，地方自治体が復興支援の主体となることが多
い。しかし，その役割はむしろ個々の施策ごとに
関連省庁からの補助金を獲得することに主眼があ
り，きめの細かい施策の実現は必ずしも最適とは
言い切れない事態も存在している。
　最後に，災害復興にあたって被災者は一日も早
い復興を望む。しかし，復興を急ぎ過ぎることは
必ずしも良い結果になるとは限らないことはこれ
までから明らかである。そこで被災地に求められ
ることは，総合的な復興計画を迅速に立案できる
力と，地域経済の自足性を考慮して，長期的な視
野で時間的余裕を持って復興施策を実施する力の
２つの力を確立することである。
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